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令和２年度第一回喜多方市再生可能エネルギー推進協議会 

会議録 

 

１ 日  時：令和２年 11月 19日（木）13時 30分から 15時 30分 

 

２ 会  場：機能訓練室（喜多方市役所保健センター１階） 

 

３ 出 席 者：委員（13名） 

佐藤理夫委員 平野聡委員 瓜生健光委員 栗花信介委員 遠藤正典委員 

池亀武雄委員 山田純委員 大西尚和委員 星宏一委員 荒川洋二委員 

高野真司委員 大野久雄委員 和田典久委員 

（池亀武雄委員 途中退席） 

事務局（4名） 

齋藤進（企画政策部長） 伊藤博之（企画調整課長補佐） 藤井慎一（企画調整課政策

調整室企画調整班副主任主査） 雪優人（企画調整課政策調整室企画調整班副主査） 

 

４ 欠 席 者：委員（2名） 

小林靖尚委員 湯浅裕治委員 

 

５ 会議次第： 

（１） 開会 

（２） 委嘱状交付（机上） 

（３） 市長あいさつ（副市長代理） 

（４） 会長及び副会長の選任 

    ※委員の互選により、会長は福島大学の佐藤理夫委員、副会長は産総研の平野聡委員に 

決定。 

（５） 諮問 

（６） 議事  

    喜多方市再生可能エネルギービジョンアクションプラン 2019年度実施取組状況について 

※事務局から資料について説明ののち、委員の方々からの質問及び提案を受け付けた。詳

細は以下の「会議内容のとおり」 

（７） 閉会 

 

６ 会議内容：事務局説明後の各委員からの質問及び提案等を記載 

 

〇委員長 

   先日県の福島県再生可能エネルギー導入推進連絡会が開催されたが、県のビジョンは2011年に作

成したということもあって、将来予測に甘い部分があった。2020年の目標40％は達成できそう。太陽

光については当初予測を上回る導入見込みである。陸上風力については、現時点では当初見込を上回

っていないが2021年度、2022年度の大量竣工で上回る見込みである。洋上風力については実証段階が

一区切りし予測が過大であった。福島県自体の人口減少が進み省エネも進んでいくことで需要量自体

が減少傾向となり、ビジョン作成時の需要量を下回るようだと2040年導入率100％は十分可能である。 

  

〇委員 

  アクションプランには具体的記載がないので、実績が目標にどう貢献しているのか把握できないの

ではないか。また、会津電力や事業者などと連携して地産地消を行ってくのが重要であり、モデル事

業などを行ってローカル地産地消を進めていってはどうか。 
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〇事務局 

   目標を数値化するのが難しい部分もあるが、数値化できる部分は数値化して目で見て確認できる

ようにしていきたい。また、来年度は後期のアクションプランを策定する予定なので、その際には

数値項目を設けるなど検討していきたい。地産地消などの地域還元モデルや地元事業者との連携は

重要なことだと考えている。今年度も会津電力様主催の勉強会に市の職員が参加するなど、各種連

携した取組を行っているので、今後も地元発電事業者である会津電力様と協力して各種取組を進め

ていきたいと考えている。 

 

 〇委員長 

   賛同者を増やすためには目に見えて分かるようにするというのは大事なことである。モデル事業

については勉強会等も行っているようなので、しっかりと検証した上で可能性があれば事業を行う

ために賛同者を増やす取組が必要なのではないかと思う。 

  

〇委員 

   情報提供として２点。送電線の容量について電源接続案件募集プロセスを3回程やり直し5月頃に

完了したが、浜通りと東京を連携した関係で今は福島県全体で容量が満タンの状態である。経産省

の方でも容量の見直しに向けた検討会が開かれているので注視している。電力の効率的な利用とい

うことでスマートメーターを使用してエリアで効率化を図れないか社内で検討をしている。 

  

〇委員 

   資料１の導入率は大規模水力のおかげで県より上回っている。電力は大規模水力と太陽光でカバ

ーできているが、会津は暖房費等が多くかかるので、熱源となる暖房等のエネルギーを再生可能エ

ネルギーにリプレースしていかないと喜多方の導入率は上がっていかないと思うが、今後どのよう

に拡大していこうと考えているのか。 

  

〇事務局 

   熱源利用についての導入は市民に対しては、薪・ペレットストーブなどに補助金等を継続して行

っていくことで拡大させていきたい。公共施設等に関しては今後暖房を導入する際は優先して検討

するようにしたい。 

  

〇委員 

   地域の中でお金が出ていく要因で大きいのがエネルギーであり、灯油や軽油等の費用が地域外に

流出している。単純に安いから灯油や軽油を利用するというのではなく、地域内で循環させること

を想定してペレットや薪ストーブに対する補助制度や計画を策定しなければいけない。 

  

〇委員長 

   既存のものを置き換えるのは難しいかも知れないが、これから設置するものに化石燃料は使用し

ないと宣言して、必ずバイオマス等を熱源にすると自治体が率先してやらなければ事業者等にも伝

わらない。 

  

〇委員 

   地中熱は導入コストが高いから導入が進まないが、県内にはふくしま地中熱LLPなど地中熱導入

の支援をしている事業があるので、公共施設に率先的に導入していくことで民間事業者にも拡大し

ていくのではないかと思う。学校版の福島議定書の説明があったが、事業所版の福島議定書もあり

昨年度は喜多方の企業が少なかったので、事業所に積極的に参加していただきたい。 

  

〇委員 

   産業用のエネルギーの需要等基礎的な調査をした方がよいのではないか。重油からガスへ転換し

た事業所などもあり、エネルギー使用量の大口である事業所がどういう使用しているのか把握する
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ことで、今後の計画等に反映できるのではないか。 

  

〇事務局 

   これまでは、省エネ庁のデータ等を使用していたが、大口事業者のエネルギー使用量の詳細を把

握するのは分析する上で重要な事なので可能であれば調査等検討していきたい。 

 〇委員長 

   喜多方市全体の環境負荷を減らすために目配りして頂きたい。市役所で環境対策や二酸化炭素排

出削減など取り組んでいると思うが、そういった面でも大口事業者のエネルギー使用量の把握につ

いては重要になると思うが、民間事業者なので可能な範囲で把握できるようにしていただきたい。

福島議定書については委員の中でも積極的に声掛けして広げていただきたい。 

  

〇委員 

   資エネ庁のデータを使用しているといったが、それは全国的なデータは条件の違う地域を一括に

している。市町村単位のデータは見たことないのであれば提示していただきたい。 

 

 〇事務局 

   市町村単位のデータは把握していないので、県のデータを人口案分して喜多方市のエネルギー量

としてあらわしている。 

  

〇委員 

   熱、地産地消の話がでたが、電力の場合ブロックチェーンで綺麗な電力であるといってもほかで

発電した電力が混ざってしまう。系統を完全に切らないと電力での完全な地産地消はありえない。

熱の広域利用はエネルギー効率に無駄があるので行われていないが、熱については完全に地産地消

ができるので地産地消は熱利用で考えた方がいいのではないか。 

  

〇委員長 

   地産地消にはいろいろな定義があり、本当の地産地消は東北電力から電気を受けないということ

だが、そこまで行かなくても方向性は正していかなければいけないのではないかと思う。 

  

〇委員 

   寒冷地は灯油タンクが置いてあるのが当たり前で、そこを考慮せず電力利用率だけで論じようと

するのはまゆつばものになってしまう。浜通りと会津で熱源利用量は異なってくるのにエネルギー

利用量を人口案分で出してしまって大丈夫なのか。 

  

〇委員長 

   その議論はビジョンを策定する際にも大分頭を悩ませた部分でもある。新規で薪、ペレットスト

ーブを十台導入して１シーズンで１台あたりどれだけ灯油が再生可能エネルギーに置き換わった

か換算することはできても、そもそもどれだけ灯油を使っていたかはざっくりなので比率でだすと

誤差がでてしまう。 

  

〇委員 

   他委員の会社で松山地域北部にエネルギーパイプラインをつくり、公の管路を設置する計画があ

り、熱業者は熱を供給し利用者は電力と同じイメージで熱を利用するといった内容である。こうい

った具体的な計画があり、行政として把握しているならば今回の取組状況の中にもあげていいので

はないか。 

  

〇事務局 

   おおまかな計画を聞いたことがあったが、具体的な内容は把握していなかったので確認したい。 
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〇委員 

   欧米であると熱導管の上にマンションを建てて地域熱供給といったかたちは見たことがある。熱

導管には様々な熱が入れられて、そのもの自体に蓄熱作用があるなどメリットはあるので、産業が

集積している地域をメインに検討してもらうといいのではないか。 

  

〇委員 

   喜多方市はビジョン、アクションプランを作成し進捗状況をレビューするといった流れは良いが、

取組の内容が多岐にわたりすぎていて少し説明を聞いた程度では、どこがポイントであるか分から

ないほどバラエティーがあるといった印象である。今後の取組としてはある程度優先順位をつけて

プライオリティを絞ったほうがよいのではないか。資料の再エネの導入目標で一番大きいのがバイ

オマスの導入で、2016年から2026年の10年間の間で10倍にすると打ち出しているので、具体的にど

ういう取組でどういう内容なのか逐一アップデートし、市民の方々へ伝えていくといったことは必

須なのではないか。太陽光発電は2.5倍ほど増やすといったことだがこれはメガソーラーを増やし

て売電していくという内容ではなく、自家消費を中心としローカルで地産地消に近い活用の仕方に

なると思うので、これも公共施設等にどれだけ太陽光、蓄電池設備等を導入すればこれだけ地産地

消になりましたというモデルを決めて実行していかなければいけないのではないか。バイオマスと

太陽光についてはビビットに分かりやすい内容で示していただければ分かりやすい内容になるの

でないかと思う。 

  

〇委員長 

   様々な啓蒙活動は行いつつも喜多方の目玉はこれだと市民、事業者に見せるときは分かりやすく

打ち出すことは重要である。 

 

〇委員 

  金融団の立場からは利子補給や保証人の補助などを市の方で考えているのであれば推進できる。

バイオマスや太陽光の資金等についてはご相談いただけると手助けできる部分もある。 

 

〇委員 

  小水力発電について49㎾の設備を雄国沢に導入したということだが、導入量にはどの程度影響が

あるのか。 

 

〇委員長 

  資料１の内訳の下段に49㎾を足して、原油換算は約100KL程度になる。 

 

〇委員 

  導入量の内訳についても県の数値を人口案分したものになっているのか。 

 

〇事務局 

  内訳については案分したものではなく喜多方市の実態になっている。 

 

〇委員長 

  導入率は分かりやすいように目安として導入している。導入量の内訳だけ増えたとしてもあまり

実感がわかないので、こういった表現にしている。水資源が豊富な会津地方ではもっと中小水力発

電が増えて欲しいという中で別紙に記載のある関柴幹線水路の計画を断念したというのは残念で

ある。 

 

〇委員 

  計画を断念というのは小水力設備自体を設置したが採算面で稼働させないのか、それとも設置計

画自体を廃止したのか。 
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〇事務局 

  高圧接続の場合接続費用が3億円ほどかかり、低圧接続の場合売電収入ではコスト回収維持運営

が困難のため、設置計画そのものを廃止したと伺っている。 

 

〇委員長 

  ここまで、色々と意見を伺いつつ進めてきたが事前に伺っている意見等とあわせて答申を作成し

ていくようにしたい。 

 

〇事務局 

  今回の意見でもありました実績の見える化、各種事業の優先性、分かりやすいモデルの必要性等

を精査しながら答申書をまとめさせていただきたい。 

 

〇委員 

  この協議会の開催頻度どういうマイルストーンで行っていくのか 

 

〇事務局 

  今年度はコロナウイルスの影響で開催時期が遅くなってしまったが、次年度であれば年３回程を

予定しており、１回目で前年度の取組状況の報告、後期アクションプラン等計画の提示、２回目で

内容の精査、３回目で答申、アクションプランの策定といった内容を考えている。今年度について

は、今後の情勢等を考慮しつつ２回会議を開催したいと考えている。 

 

〇委員長 

  今回の協議会のように様々な立場の人が集まるというのは貴重な事なので、この場だけではなく

地域の発展の為に普段からも様々な交流をしていただければと思う。 

 

＜その他＞ 

 〇事務局 

   次回の開催は年度末を考えているがコロナウイルスなど情勢を考慮しつつ、詳細な日程について

は後日連絡させていただく。  

                                      以上 


